
人事委員会議事録（第1693回） 
 

 

１ 開催日時 

    令和４年９月22日（木）15：00～16：30 

 

２ 開催場所 

    兵庫県人事委員会 審理室 
 

３ 会議に出席した者 

    委   員   田 中 基 康 委員長 

            鈴 木 尉 久 委 員 

長 尾   真 委 員 

    事務局職員   古 川 卓 哉 事務局長 

            西 谷 智 子 任用課長 

            井 上 博 尊 給与課長 

            中 原 惠 子 任用課副課長兼給与課副課長 

             

開 会 

 

第１号議案 

 議事録の承認を求める件 

 

人事委員会議事録（第 1692 回）について、審議の結果、原案どおり承認した。 

 

第２号議案 

 職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例の制定に伴う意見の件 

 

給与課長が、標記条例の制定に伴う意見について内容等を説明し、審議の結果、原案ど

おり決定した。 

 

（委員）  

特定管理監督職群の校長や教頭は、仕事はそのままで給料が７割になると、モチベ

ーションが下がることにならないか。 

（事務局）  

定年の引上げに伴う民間の状況や統計で60歳以降は７割となっている状況を踏まえ

て設定されている。国家公務員と同じで国に準じた制度となっている。 

（委員）  

現行の再任用校長も仕組みとしては同じか。 

（事務局）  

今の再任用校長も仕事は校長のまま給料が下がるのは同じ。 

（委員）  

民間だと役職から外れて責任の度合いが軽くなるから給料が下がって、ラインから

も外れることが多い。特定管理監督職群は、職はそのままで給料は７割なので、欠員

補充ができないという事情があるにしても、一定見合ったものになっていないといえ



るが、それは限定的な場合で、原則としては職も給料も下がるということ。 

７割措置については分限に位置づけて、意に沿わないものでなく法に基づくものと

してオーソライズしようとするもの。 

（委員）  

民間でも60歳以降の給料は概ね７割になるのか。 

（委員）  

出勤の状況によっては半分になる場合もあるが、フルで７割くらい。月給は下げる

がその分を退職手当に乗せている。税金のこともありその方が従業員にとっては良

い。年金をもらえる人にも不利にならない。 

（委員）  

特定管理監督職群は、知事部局で該当するものはあるのか。 

（事務局）  

家畜保健衛生所長など獣医師が占める所長が該当する。学校の校長や教頭と同様に

人材確保が困難な職として設定している。 

 

第３号議案 

 採用選考並びに職務の級及び号給決定の件 

 

給与課長が、病院事業管理者から請求のあった採用選考（発令予定令和４年10月１日）

並びに職務の級及び号給について説明し、審議の結果、原案どおり決定した。 

 

報告事項１ 

 措置要求取り下げの件（令和４年（措）第２号事案） 

 

任用課長が、要求者から標記の措置要求を取り下げる旨の書面の提出があったことを

報告した。 

 

報告事項２ 

 審査請求の処理方針（令和４年（不）第３号事案） 

 

任用課長が、標記審査請求事案の処理方針について説明した。 

 

報告事項３ 

 審査請求の処理方針（令和４年（不）第４号事案） 

 

任用課長が、標記審査請求事案の処理方針について説明した。 

 

報告事項４ 

 行政Ｂ（高卒程度）採用試験の申込状況 

 

任用課長が、標記試験の申込状況を報告した。 

 

（委員）  

教育事務職と小中学校事務職は違いが分かりにくい。統合して一つの職種として募

集できないのか。 



（委員）  

小中学校事務職の場合、採用試験は県が行うが採用後の身分は市町職員になること

から、分けて募集している。 

 

報告事項５ 

 経験者採用試験の申込状況 

 

任用課長が、標記試験の申込状況を報告した。 

 

（委員）  

25歳から27歳の者を行政Ａ採用試験に一本化したこともあり、34歳以下の申込者は

減少しているが、それ以上に35歳以上の申込者が増えている。転職者向けの就職支援

サイトの効果が顕著に出ている。 

 

報告事項６ 

 職員給与実態調査及び職種別民間給与実態調査等の結果 

 

給与課長が、標記調査の結果を報告した。 

 

報告事項７ 

 兵庫県人事委員会勧告に対する申入れ 

 

給与課長が、標記勧告の申入れについて報告した。 

 

（委員）  

今年大きく変わったとか、追加された内容はあるのか。 

（事務局）  

国で引上げが勧告されたことから県でも賃上げに期待がある。そのほか、定年の引

上げで制度が大きく変わることから環境整備を行うことや、国で在宅勤務の手当が検

討されていることから同様の検討をするよう求められている。 

 

報告事項８ 

 定期人事異動（令和４年秋）〈警察本部〉 

 

任用課長が、警察本部の令和４年度秋の定期人事異動を報告した。 

 

報告事項９ 

 任命権者が行った処分 

 

任用課長が、教育委員会が行った２件の懲戒処分の内容並びに理由を説明した。 

 

 

閉 会 


